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【海外株式市場・経済指標】 ～ドイツの増産は堅い～ 

・ＮＹダウ平均株価は前日比▲68.20㌦の16462.74㌦で取引を終了。前日の大幅高の反動がでた。 

・11月独製造業受注は前月比＋2.1％と市場予想（＋1.5％）を上回った。国内受注（＋1.9％）、海外受注

（＋2.2％）が共に伸び、３ヶ月前比年率は＋6.4％まで加速した。また、12月ＰＭＩの結果を踏まえると、 

先行きの製造業受注は一段と加速する可能性がある。鉱工業生産も明確な反発に転じる可能性が高い。 

・11月ユーロ圏小売売上高は前月比＋1.4％と市場予想（＋0.1％）を大幅に上回る強い内容となった。前年

比では＋1.6％と前月（＋0.3％）から明確に加速。６か月前比年率では＋1.2％と安定的に増加している。

消費者信頼感指数の改善基調に鑑みれば、今後も安定的に消費が回復する公算が高い。 

・11月ユーロ圏失業率は12.1％と８ヶ月連続で過去最高水準に留まった。失業者数は前月比で小幅に増加し

たが、均してみれば減少傾向が継続している。 
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失業率

ユーロ圏失業率

（年）(備考)Bloombergにより作成。失業者数は３ＭＡ前月差。
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消費者信頼感（右）

ユーロ圏小売売上高・消費者信頼感指数

（年）
(備考)Bloombergにより作成。
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15:09 現在

＜主要株価指数＞

終値 前日比
日経平均株価 15880.33 -241.12 
ＮＹダウ 16,462.74 -68.20 
ＤＡＸ（独） 9,497.84 -8.36 
FTSE100（英） 6,721.78 -33.67 
CAC40(仏） 4,260.96 -1.72 
＜外国為替＞※

104.93 円 0.07 円
1.3591 ㌦ 0.00 ㌦

＜長期金利＞※
日本 0.706 ％ -0.00 ％
米国 2.989 ％ 0.05 ％
英国 2.973 ％ 0.02 ％
ドイツ 1.904 ％ 0.02 ％
フランス 2.510 ％ 0.02 ％
イタリア 3.884 ％ 0.01 ％
スペイン 3.787 ％ -0.02 ％
＜商品＞
ＮＹ原油 92.33 ㌦ -1.34 ㌦
ＮＹ金 1225.50 ㌦ -4.10 ㌦

※は右上記載時刻における直近値。図中の点線は前日終値。

(出所）Bloomberg
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【外国為替相場・債券市場】 ～米金利は議事録よりもＡＤＰに反応～ 

・８日の海外時間ではUSDが強かった。USD/JPYは欧州時間に日経平均先物が下落したことなどから104.70近

傍まで下落したものの、ADPを受けて反発に転じた。FOMC議事録に対する反応は限定的だった。一方、新興

国通貨は全体的に軟調。ZAR、BRL、MXN、TRYが１％近く下落した。 

・米10年金利は＋5.0bpの2.99％。カーブ上では中期ゾーンでの上昇が目立ったほか、FF金利先物も上昇した。

ただ、何れも上昇の半分程度はADPを受けたものでFOMC議事録を受けて急騰した訳ではない。欧州債市場も

ADPを受けて、やや軟調な展開だった。 

  

 

 

 

 

 

【国内株式市場・アジア経済指標】 ～中国発グローバルディスインフレ～ 

・日経平均株価は反落。前日比▲241.12円の15880.33円で取引を終了。前日の反動が意識されたことに加え、

雇用統計の結果を見極めたいとの思惑から買いが手控えられた。 

・12月中国ＣＰＩは前年比＋2.5％と前月（＋3.0％）から減速。非食 

料品は＋1.7％で不変だったが、食料品（5.9％→4.1％）の減速が影 

響した。ＰＰＩは前年比▲1.4％と停滞が継続。グローバルディス 

インフレの一因（或いは結果）となっている中国の物価停滞は先進 

国のディスインフレ基調を強める要因になりかねない。 

 

【注目点】 ～強い雇用が示されよう～  

・12月ＡＤＰ雇用統計は23.8万人と市場予想（20.0万人）を上回った。

過去２ヶ月分も3.6万人分上方修正され、３ＭＡは22.4万人となった。

ＢＬＳ雇用統計はＡＤＰに比べて振れが大きいため、単月実績が的

中するとは限らないものの、ＢＬＳ雇用統計のコンセンサス（19.5

万人）に上振れリスクがあることは確かだ。集計方法の違いから天

候要因までは追えないが、ＡＤＰが一昨年に推計方法を変更して以

来、予測精度が上がっていることは留意しておくべきだろう。 

・Taperingが決定された12月のFOMC議事録では「資産購入の限界的な効果低下」、「金融安定へのリスクを

認識」などとタカ派的な文言が含まれていた。だが、それ故にTaperingを決断したのだから驚きはない。 

・一方で注目されていたのは、フォワードガイダンスが変更に至った過程でどのような議論がされていたか

である。Taperingと利上げの切り離しを一層明確にするため、失業率閾値の引き下げ（6.5→6.0）が検討

されたが、これに対しては賛成・反対ともに“Few”であった。反対意見の背景には、ＥＵＣの打ち切り

による影響を見極めたいとの思惑もあったとみられる。閾値を変更した後、失業率と労働参加率の同時低

下が発生すれば、再び閾値を変更する必要性が生じる。度重なるガイダンスの変更がＦＥＤの信頼を損ね

るとの懸念があったのではないだろうか。上記要因により、失業率低下に拍車がかかれば、議長交代とい

う別の要因も重なり、再びフォワードガイダンスの変更が検討されると思われる。 
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